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工場の火災・爆発事故の傾向について  
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概要 

近年、工場火災に関する事故情報を目にする機会が増えてきている。一方で、インターネットの普及など

により様々な情報を入手しやすい環境となったことで、事故が多く発生しているという印象を受けている可

能性もある。 

そのため、国内の火災発生状況を確認し、過去との比較を行ったところ、工場・作業場の建物火災は増加

傾向であり、また、建物火災における出火原因では、電気火災関連の割合が近年増加している傾向を把握す

ることができた。このような傾向から、電気火災を防止する対策が重要と考え、ケーブルの耐用年数や劣化

診断例を取り上げた。 

最後に、火災事例を挙げつつ、当社が工場火災リスクを低減するために提供できるサービスを含めて、工

場火災リスクの低減方法について言及している。 
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1. 近年の火災の発生傾向 

日本国内の火災の発生件数は、図１に示すとおり 2004 年以降減少傾向が続いていたが、2015 年以降は概

ね横ばいである。火災種別（建物火災、林野火災、車両火災など）の内訳では建物火災が最も多く、全出火

件数の概ね 50～60％を占め、その発生件数の推移は国内の全出火件数とほぼ同様である。 

なお、建物火災のデータは、火元建物用途別（住宅、複合用途、工場・作業場、事務所等、飲食店など）に

分類されており、図 2 に示すとおり工場・作業場の火災件数は、全火災件数の減少傾向に伴い 2007 年から

2015 年まで減少傾向であったが、2016 年以降は増加傾向を示している。（全火災件数に占める割合：2007 年

から 2015 年の 8年間の平均割合 3.8％、2019 年の割合は 4.8％と増加） 

これらのことから、国内の火災件数が減少および横ばいの傾向を示す中、工場・作業場の建物火災は近年

緩やかな増加傾向を示していることが確認された。 

 

図 1 全出火件数、建物火災件数の推移1 

 

図 2 火元建物用途別での工場・作業場の件数2 

 

                              
1 “平成 20 年から令和 2年の消防白書”総務省消防庁, https://www.fdma.go.jp/publication/（アクセス日：2022/3/24）を基に当

社作成 
2 前掲脚注 1に同じ 
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 危険物施設における火災・爆発事故 

国内の火災統計データを記している消防白書には、工場・作業場のみの出火原因は記載されていないが、

危険物施設の火災事故の発生要因が分析され公表されている。（危険物施設とは、「指定数量以上の危険物を

製造・貯蔵・取り扱いなどする建物」のことを指しており、用途によって「危険物製造所」「危険物貯蔵所」

「危険物取扱所」の 3 つに分類される） 

多くの工場・作業場では危険物が使用されており、工場・作業場には、危険物施設が含まれる場合が多い

と想定されるため、本章では、工場火災の火災原因の傾向を把握するために、危険物施設の火災事故発生要

因について確認する。 

 

2.1. 危険物施設における火災事故発生件数 

危険物施設数は図 3 に示すとおり減少傾向だが、火災事故件数は一時的な減少はあるが緩やかな増加傾向

である。確認できた最も古い 5 年間（1989 年～1993 年）と直近の 5 年間（2016 年～2020 年）の危険物施設

数と火災事故件数の各平均値の増減率を比べると、危険物施設数は 30％程度減少しているが、火災事故発生

件数は 50％程度増加していた。従って、危険物施設で火災が発生する確率は高まってきているといえる。 

  

図 3 危険物施設における事故発生件数の推移等3 

 

 

 

                              
3 消防庁危険物保安室“令和 2年中の危険物に係る事故の概要”総務省消防庁, https://www.soumu.go.jp/main_content/000751753.pdf

（アクセス日：2022/3/24）より当社作成 
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2.2. 危険物施設における火災事故の発生要因 

危険物施設における火災事故の要因別発生件数（図 4）では人的要因が多く、2006 年（平成 18 年）には 147

件を記録するなど、直近 20 年間は毎年ほぼ 100 件以上発生している。一方で、物的要因については 1989 年

（平成元年）以降の約 30 年を見ると、最初の 10 年は概ね 20～30 件程度で推移しているが、直近 10 年では

その 2、3倍の発生件数となっている。 

人的要因は 5 つに分類（管理不十分、誤操作、確認不十分、操作未実施、監視不十分）され、物的要因も

同様に 5 つに分類（腐食等劣化、設計不良、故障、施工不良、破損）されている。確認できた統計データの

中で、最も古い 5年間（1996 年から 2000 年）と直近の 5年間（2015 年から 2019 年）の各要因別の平均発生

件数を比較すると、表 1 に示すとおり、人的要因では「誤操作」の件数（1.2 件⇒15.8 件）と発生比率（13.2）

が大幅に増加および高い値を示していた。 

一方、物的要因では、「設計不良」および「施工不良」の発生比率（それぞれ 5.5 および 6.5）が高い値と

なって増加傾向を示し、「腐食等劣化」の平均発生件数（8.0 件⇒20.2 件）が大きく増加していた。 

これらの要因としては、国内では 15 歳から 64 歳の人口減少傾向に伴う労働力不足に加えて、企業経営に

おける経済的観点から効率面を重視した人員削減などが進み、技術伝承が十分に行われていないこと、およ

び経済合理性の面から、設備をできる限り長く使用するため、予防保全ではなく事後保全に基づき設備・部

品を交換する例が多くなったことなどにより、故障や経年劣化が増加し、上記要因の平均発生件数が増加し

た一因となっているものと推察される。 

 

 

図 4 危険物施設における火災事故の要因別発生件数の推移4 

 

                              
4 前掲脚注 3に同じ（アクセス日：2022/3/24） 
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表 1 要因別の 5年間の平均発生件数と発生比率5 

 

 

 

 電気火災と経年劣化 

危険物施設で増加傾向にある火災要因として「腐食等劣化」が挙げられた。残念ながら工場・作業場に関

する電気火災の統計データは確認できなかったが、工場にも老朽化に伴う電気火災リスクが潜在していると

推察される。 

一方、電気設備は工場だけでなく、多くの建物等に設置されている。そのため、本章では建物火災データ

から電気火災の傾向を把握し、経年劣化に関する情報と劣化に起因した事故の防止策に関して確認する。 

3.1. 電気火災の発生傾向 

消防白書では出火原因が 29 分類（「不明・調査中」含む）あり、そのうち電気火災として分類可能な項目

は「電気機器」「電灯・電話等の配線」「配線器具」「電気装置」が該当する。 

これらの 4つを出火原因とする建物火災件数の推移は、図 5に示すとおり 2013 年の 3,204 件（全建物火災

の 12.8％）から、2019 年には 3,962 件（同じく 18.9％）と増加している。建物火災の総件数が減少する中で

電気火災は増加しており、電気火災起因の出火件数は増加傾向にあることが確認できた。 

                              
5 “平成 8年から令和 2年中の消防白書”総務省消防庁, https://www.fdma.go.jp/publication/（アクセス日：2022/3/24）の危険物

施設における火災発生原因の推移を基に当社作成 

①1996-2000
の5年平均

②2015-2019
の5年平均

発生比率
（②÷①）

人的要因 管 理 不 十 分 61.6 41 0.7

誤 操 作 1.2 15.8 13.2

確 認 不 十 分 24.4 28.8 1.2

操 作 未 実 施 13.4 13.8 1.0

監 視 不 十 分 3.8 8.4 2.2

小 計 104.4 107.8 1.0

物的要因 腐 食 等 劣 化 8.0 20.2 2.5

設 計 不 良 2.2 12.2 5.5

故 障 5.4 8.6 1.6

施 工 不 良 2.2 14.2 6.5

破 損 2.2 8.6 3.9

小 計 20 63.8 3.2

その他の要因 小 計 20 15.2 0.8
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図 5 全建物火災件数と電気火災関連の件数とその割合6 

 

3.2. 経年劣化とその対策 

電気事業法では、工場・事業場などで高圧受電や特別高圧（特高）受電を行っている自家用電気工作物（事

業用電気工作物）の保安監督者は、電気主任技術者の資格が必要と規定されており、工場・事業場などの電

気設備の定期点検や劣化診断の基本となる保安規定は電気主任技術者が策定し運用している。 

このため、近年増加している電気火災を未然に防止するためには、適切な保安規定に基づき、電気設備の

定期点検や劣化診断を行い、電気設備の経年劣化状況を把握して対策を実施することが重要である。 

本節では、一例として、代表的な電線・ケーブルの耐用年数と劣化診断方法について取り上げる。 

「一般の電線・ケーブルの耐用年数は、その絶縁体に対する熱的・電気的ストレスの面から 20 年～30 年を

基準として考えてあるが、使用状況における耐用年数は、その布設環境や使用状況により大きく変化する」7

とされている。したがって電気火災防止の観点からは、電線・ケーブルをはじめとする電気設備が耐用年数

に至る前に劣化診断を行い、十分な余裕をもって保守管理を行うことが必要である。具体的な例として、電

線・ケーブルの耐用年数の目安を表 2に示す。 

  

                              
6 “平成 26 年から令和 2年中の消防白書”総務省消防庁, https://www.fdma.go.jp/publication/（アクセス日：2022/3/24）の出火原

因別火災損害状況を基に当社作成 
7 社団法人日本電線工業会 “技資107号 電線・ケーブルの耐用年数について”, https://www.jcma2.jp/files/gijutsu/Shiryo/107.pdf

（アクセス日：2022/3/24） 
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表 2 電線・ケーブルの耐用年数の目安8 

 

次に、引込ケーブルの自然劣化による波及事故の発生状況を見ると、「製造後 15 年以上経過すると事故が

発生し、20 年を経過した以降で大幅に増加」9している。この波及事故の発生傾向は、経年劣化による影響が

大きいと考えられ、事故の発生状況の傾向と目安となる耐用年数（20～30 年）は概ね合致している（図 6）。 

 

図 6 引込ケーブルの経過年数別事故件数（H18～H24）と事故ケーブルの経年別比率10 

 

また、経年劣化状況を確認するための劣化診断技術は図 7 に示すとおり多くの方法がある。電気主任技術

者の監督のもと、定期点検により劣化の疑いが生じた場合には、速やかに適切な手法による劣化診断を実施

し、劣化が確認、あるいは予知された場合には、対象設備の更新計画を策定し実施することが重要である。 

 

  

                              
8 前掲脚注 7に同じ 
9 関東東北産業保安監督部“CV ケーブル更新のお願い H25 年 6月” https://www.kandenkyo.jp/safty/cvcable.pdf（アクセス日：

2022/3/24） 

10 前掲脚注 9に同じ 

電線・ケーブルの種類 布設状況 目安耐用年数 

絶縁電線  

（IV、HIV、DV 等） 

屋内、電線管、ダクト布設、盤内配線  20～30 年 

屋外布設  15～20 年 

低圧ケーブル  

（VV、CV、CVV 等） 

屋内、屋外（水の影響がない）  20～30 年 

屋外（水の影響がある）  15～20 年 

高圧ケーブル 

(CV 等)  

屋内布設  20～30 年 

直埋、管路、屋外ピット布設（水の影響がある）  10～20 年 

注）移動用のキャプタイヤケーブル等は、使用状況により耐用年数は大きく異なり、一概に決められな

い。その使用状況に見合った耐用年数を考えて更新してゆく必要がある。 
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図 7 劣化診断の例11 

 

 代表的な火災事故事例とソリューション例 

当社では、近年、事故原因調査や事故再発防止調査などの業務を拡大しており、より詳細な事故原因やそ

の背景に関する事故情報・再発防止策が蓄積されてきた。具体的な事故事例を踏まえながら当社のソリュー

ション例について概説する。 

4.1. 火災事故事例 

支払保険金が概ね 10 億円を超えた事故事例の一部を表 3～5に示す。 

 

表 3 金属圧延工場の火災12 

 

                              
11 前掲脚注 7に同じ 

12 当社作成 

事故概要 

圧延作業中に圧延中の材料が破断し、圧延油に着火した。消火器で初期消火を図っ

たが、圧延油が延焼媒体となって圧延設備全体に延焼し、建物の主要構造も被災し

た。工場棟と設備の全面更新が必要となった。 

出火原因 

圧延中に、圧延設備の構成部品の機械的事故が起点となり、圧延異常が発生した。

さらに圧延油の噴射量不足が重なり、冷却不足と圧延異常のため圧延材の温度が上

昇し、圧延油に着火した。 

出火要因 

当該設備は導入から長期間経過し、部品点数も膨大なため、機械的事故の完全防止

は困難な状況であった。また、固定消火設備が未設置であったため、火災が急拡大

した。 

非電気試験 

電気試験 

破壊試験 

非破壊試験 

構造試験 

材料引張り等の物理試験 

トリーの観察 

AC 破壊試験 

インパルス破壊試験 

絶縁抵抗試験 

耐電圧試験 

直流高圧絶縁抵抗試験（直流漏れ電流測定等）※ 

誘電正接試験（tan δ 試験）※ 

部分放電試験（コロナ試験）※ 

活線絶縁診断 ※ 

※印は高圧ケーブルのみに適用する。 

外観等の調査 

破壊試験 

非破壊試験 
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表 4 プラスチック製品製造工場の火災・爆発13 

 

 

表 5 電気機械器具製造工場の火災14 

 

 

4.2. 当社のソリューション例 

当社のソリューション例として、事故発生後に再発防止を目的としたサービスと、事故を未然に防止する

ために防災力を高めることを目的としたサービスを以下に示す。 

事故再発防止コンサルティング 

事故が発生した工場では、多くの場合、再発防止策を検討して対策を実施する。しかしながら、その防止

策が十分か否か、判断がつかないケースがある。当社では、工場のリスク状況や事故の調査を行い、立案さ

れた再発防止策を第三者目線で確認していく。そのうえで、他の調査で蓄積された好事例などを用いて不足

する対策を検討し、必要に応じて、安全性を高めるさらなる再発防止策を提案している。なお、事故を発生

させた企業は事故の発生によりステークホルダーからの信頼を失うことがあるが、再発防止コンサルティン

グを外部に依頼し、第三者目線での確認・対応をすることにより、再発防止への取り組みの真摯さをステー

クホルダーに示し、信頼回復の一助となる効果も期待できると考える。 

                              
13 当社作成 

14 当社作成 

事故概要 

プラスチック製品を製造する機械から出火した。自動火災報知設備により火災に気

づき、消火器を用いて初期消火を試みたが、その間に爆発が発生したため、従業員

は退避し公設消防に通報した。複数名の死者が発生する火災事故となった。 

出火原因 

プラスチック製品製造設備の上に設置されていたケーブルラックのケーブル被覆が

劣化して芯線が接触し、発生したスパークにより、周囲の可燃物に着火し延焼拡大

した。また、この可燃物が加熱分解して可燃性ガスが発生し、ダクト内などに滞留

したため、爆発が発生した。 

出火要因 

プラスチック製造設備およびケーブルは設置してから長期間経過していた。 

当該工場の設備保守方針は、事後保全（不具合が発生した際に都度補修）のため、

劣化が発見できず、適切な更新が行われていなかった可能性が高い。また、焼け残

ったダクト内に延焼媒体となる可燃物や堆積物が多く残存していたことから、定期

的な清掃除去が未実施だったことが延焼拡大要因と確認された。 

事故概要 治具洗浄場の洗浄器から出火し、広範囲にわたって煙損、水損が発生した。 

出火原因 

洗浄器の導入から事故発生まで、取扱説明書に使用禁止と明記されていたアルコー

ル類を洗浄溶液として使用していた。 

静電気防止対策が不十分であったため、静電気火花の発生により出火した。 

出火要因 
当該作業/設備導入当時に、リスクアセスメントを実施せず、禁止事項を見過ごし

たことが出火につながった。 
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防災調査サービス 

工場が望ましくない状況に陥っていても、多くの従業員にとっては見慣れた環境下であり、あるいは慢性

的な慣れにより、問題点に気づきにくい傾向がみられる。また、一企業の中では、他社で実施している一般

的な対策を把握しきれていないケースも多い。 

表 3 の火災事故事例は、火災リスクが非常に高い設備であり、一般的には固定消火設備が設置されること

が望ましいが、古い設備で設置が困難なため、固定消火設備設置が見送られていた経緯がある。一方、同様

設備で火災事故が発生したが、固定消火設備により迅速に消火されたため、表 3 の事故と比較して被害額を

縮小し復旧期間を短くできたケースもあった。これらは、防災調査サービスで固定消火設備の設置を提案し、

企業に気づきを提供できた事例と考えられる。 

また、表 4 ではダクト内の清掃未実施が延焼拡大要因となったが、長年にわたって清掃されていない状況

に慣れていたため、爆発や延焼拡大リスクに気付かず、清掃の重要性が把握できていなかった。この場合も、

防災調査サービスを実施していれば、清掃の重要性を伝えて被害を低減できたと想定される。 

このように、当社の防災調査サービスは、第三者目線によるフレッシュアイで、工場の防火力を高める提

案を行うものである。サービス提供の流れは、事前に質問票に記入してもらい、工場を訪問（または web 会

議）し、工場全体の主要なポイントをおさえて確認する方法、およびリスクの高い工程に絞って詳細に行う

方法が一般的である。その他に、基本的な防火策に関するアンケート（50 問または 30 問）に回答し、アンケ

ート結果に応じた改善対策を提案するサービスも提供している。 

いずれのサービスも、第三者目線による客観的な見方と、防火に関する多数の事例に基づく知識・経験が

付加価値を生み出す要因である。 

各企業が自社関係者（または工場関係者）のみで防火活動に取り組むだけではなく、必要に応じて当社を

含めた他社のノウハウを活用することが、限られたリソース（人、時間など）で防火体制をさらに強化し、

工場火災リスクを低減できる一つの方法と考えられる。 
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